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□電撃的解散、党首討論で野田総理が安倍総裁を圧倒
　解散・総選挙への突入が決まった。先週14日開催された党首討論で、野田総理は自民党の安倍総裁に対して、特例公債法と一票の格差と定数削減の成立の決断を促し、それが実現されるのなら2日後の16日金曜日に解散することを提案し、一気に実現の運びとなった。定数削減が現実には難しいとすれば、次期通常国会で必ず実現することとし、それまでは国会議員歳費の20%削減をすることを提起した。自民党はこれを受け入れ、解散され、12月4日公示、12月16日投票日とする日程が確定し、事実上の選挙戦に突入した。
　党首討論で16日の解散を提示されたとき、安倍総裁の一瞬の戸惑いがうかがわれ、野田総理の繰り出した「ここ一番の満を期した覚悟のあるパンチ」に面食らった様子が、テレビを通じて国民に伝わったに違いない。もちろん、自民党だけでなく、民主党の議員にとっても、まさか突然に解散・総選挙とは、という戸惑いは隠せなかったに違いない。何を隠そう、小生の読みも見事に外れ、まさか16日とは、という思いで困惑したのが実情である。一説によれば、解散・総選挙の日程を前日までに知らされていたのは、藤村官房長官と岡田副総理だけだったと言われ、輿石幹事長にすら事前に明かされていなかったという。
□政局の潮目が変わったかも、総理の古い政治からの決別
　この野田総理の解散・総選挙の決断をした14日の党首討論から、解散当日16日夜の総理の記者会見で、世論の流れが大きく転換したように思われる。
　それは、野田総理の党首討論における用意周到な準備に裏打ちされた迫力と、この国の国民に対する責任感溢れる覚悟を示した5項目の重点政権公約の提起に如実に表されている。すなわち、①社会保障②経済政策の軸足、「コンクリートから人へ」重視③エネルギー政策、脱原発依存へ④外交安全保障⑤政治改革、定数削減、脱世襲政治の推進、である。総理は、記者会見の中で強調していた決意の中で、「さらに前に進めていけるのかどうか、古い政治に戻るのか、これが問われる選挙だと思う」と強調されていた。
その意味では、「コンクリートから人へ」と「脱世襲政治の推進」、とりわけ世襲問題について厳しく問うていることに注目したい。自民党内の世襲比率は3割以上で、安倍総裁も石破幹事長も世襲政治家であり、民主党内でも羽田孜元総理の子息である羽田雄一郎参議院議員の衆議院への鞍替えを公認しないことを示すなど、まことに重要なポイントが相手にダメージを与えている。と同時に、民主党内の世襲議員にとっても、大きな打撃に連なるだけに、民主党を大きく作り変えようとされているように思える。TPPへの参加問題なども、民主党内で批判的な意見を持つ方たちに対して、いろいろと努力をしても説得に応じない場合には離党議員が出ても仕方がない、と受け止められているのだろう。今後の展開のなかで、民主党の政党としての純化とともに、ガバナンスの向上に向けての第一歩が始まろうとしていると見ている。
□安倍総裁の経済政策の危うさ、日銀への圧力でどうなる
　一方の自民党であるが、党首討論での狼狽から一転して総選挙での躍進、政権復帰確実という思いなのだろうか、安倍総裁の発言が踊っている。
特に経済政策では、早速日銀に対して3%のインフレ目標を設定し、無制限の金融緩和やマイナス金利政策の導入、さらには「禁じ手である建設国債の日銀引き受け」にまで言及し、デフレからの脱却のプレッシャーをかけ続けている。日本銀行券の信用が維持され続けてきたがゆえに、日本国債が低金利に維持されてきたことは間違いないし、企業部門が積極的に投資に乗り出すようにならなければ、本当の意味でのデフレからの脱却はできない。さらに、国土強靭化政策が展開され、必要性の薄い公共事業による景気刺激策は、いつか経験したように一時的なカンフル剤にしかならない。さらには、無制限の金融緩和とマイナス金利政策とは、どのように平仄が合わせられるのか、専門家からの批判がすでに指摘され始めている。安倍氏の経済政策の行く末は、スタグフレーションか、ミニバブルか、そのいずれかになるに違いない。
ここで、日銀券の信用を落としてまで財政政策に協力していけば、例え物価が上昇したとしてもそれと同様に金利も上昇し、国家財政に対して大きな負担がかかってくることは間違いない。何せ、GDPの2倍にも及ぶ1,000兆円もの累積赤字を抱えており、1%の金利上昇でも財政支出も増加するだけでなく、実質的な経済成長がない中で進められれば、今まで以上の利払い費が必要になる。まさに、財政破たんの道である。そのような経済政策が、本当に今実現できると思っているのだろうか。このような発言で、一時的に円安に振れて株価が上がったからと言って、円安による石油価格をはじめとする輸入物価の高騰は、確実に日本の交易条件の悪化を招き、その分GDPデフレーターのマイナス要因になるのだ。
日銀は、今日から明日の政策決定会合でどのような政策を打ち出すのか、毅然とした態度を持ち続けてもらいたいものだ。
□絵にかいたような「野合」、維新の会の前途は多難
それにしても、太陽の党と日本維新の会の統一は、絵にかいたような「野合」が進められたと言える。原発政策や消費税をはじめとする基本的な政策課題について、大きな違いがあるにもかかわらず、「合意」したという。記者会見で原発政策について問われた橋下代表代行は「まずはルール。あとはさじ加減で。石原代表に就いてもらうため、『ゼロ』と明白に表記していない」と発言するなど、およそ国民をばかにした政策でしかない。石原代表は、その前日に「減税日本」との合流を記者会見していながら、日本維新の会から批判されるや、なかったことにするなど、目茶苦茶な行動には開いた口がふさがらない。繰り返しになるが、まさに「野合」そのものであり、この第三極の行方は国民の期待に到底応えられるようなものにはなるまい。これから先、どのような政党間の連携の動きが出てくるのか不明確であるが、民主と自民・公明の2大政党グループを中心にした政治の展開を大きく覆すだけのインパクトに乏しいと言わざるを得ない。ましてや、民主党から離党していった政治勢力にも国民の厳しい目が注がれるに違いない。
□マスコミの世論調査にも「潮目の転換」が読み取れる
こう見てくる中で、新聞各社の世論調査に注目したい。最近では、固定電話を持つ家庭が少なく、多少のバイアスが出るのはやむを得ないが、傾向を見るのには十分だろう。
朝日新聞は、15~16日及び17~18日と連続して実施した電話による調査では、衆議院の比例区の投票先として自民はそれぞれ23%と22%、民主は16%と15%であり、前回10~11日に実施したものからすると自民は29%から6%、7%低下しているのに、民主は12%が4%、3%上昇している。政党支持率でも、今回は民主13%、14%(前回12%)、自民16%、16%(同19%)と接近してきている。読売新聞は16~17日にかけた電話調査であるが、衆議院選挙での比例区の投票先は自民26%、民主13%であるが、11月2~4日の調査より民主の伸びが大きくなっている。また、日経新聞の最新調査でも自民25%,民主16%とあるが、10月調査から見ると自民は2%下げ民主は5%上昇している。
さらに朝日の最新調査によれば、投票先の比率でみると第三局に対しては維新4%、太陽1%と失速傾向がはっきりと示されている。
明らかに、民主党が勢いをつけて挽回し始めており、今後の展開いかんではどちらが比較第一党になるのか、予断を許さなくなると見ている。明らかなことは、民主党の野田総理が提起した「古い政治」への回帰を許さない、ということの是非、とりわけ象徴的な政策として「世襲政治からの脱却」が、ボディブローのように効き始めてくるに違いない。民主党には「マニフェスト違反」というボディブローが効いており、楽観はできないのだが、今後の政策論争の中で「党首力」の差が歴然として浮き彫りになるようであれば、比較第一党の座をめぐる戦いで民主党の勝機は十分にあると見た。
今後4週間、日本の「政治の転換」に向けた戦いが火ぶたを切ったのだ。
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